
審議会等議事概要
令和４年　第１回　滝川市営事業等調査審議会　議事概要
	日　　時
	令和４年８月29日（月曜日）午後３時10分～午後４時50分

	開催場所
	滝川市役所５階　庁議室

	出 席 者
	委　　員：佐野会長、齊藤副会長、居林委員、木村委員、堀田委員、澤川委員、

前森委員、白木委員、小野委員

市　　側：前田市長

(設明員)：尾崎建設部長、加地建設部次長、遠藤都市計画課長補佐、

古山同課下水道事業係長、渋谷同係主任級主事

(事務局)：和田総務部長、小畑総務課長、高橋総務課長補佐、

渡邊同課法制文書係主査

	審議事項要　　点
	〇審議事項について

　以下の事項について報告及び説明し、質疑応答を行った。
１．下水道事業の概要

（１）滝川市下水道事業の概要

　　・使用料収入は減少傾向、維持費用と設備の更新費用は増加傾向
（２）運営経費と建設収支の考え方

　　・損益勘定と建設関係予算の区分について
（３）使用料の基本的考え方

　　・使用料の考え方や原則、使用料審議のポイント

　　・公費（雨水）と私費（汚水）の負担区分

２．経営状況の説明

（１）前回審議会以降の決算状況

　・平成30年度～令和4年度において経費回収率は100％を維持する見込み
（２）前回改定の検証

　①前回改定（現行）の滝川市下水道使用料体系について
　　・基本水量件数割合において、前回改定時と大きな変化は見られない

　②基本水量の検証

　　・基本水量件数割合に大きな変化は見られない

③経営への影響
　・影響額は大きな差額とならず、経営への影響はほぼない

　④他市町との比較における料金設定の検証
　　・他の市町と比較しても、平均以下の基本使用料金であり、超過水量料金設定も極端な高額設定とはなっていない


【参考】地域の景気動向等

　　・景気動向調査などを基とした現在の景況を報告

	議　　事
	〇議事詳細について

※開会前に滝川市営事業等調査審議会委員辞令交付式を執り行った。
・前田市長より令和４年８月29日から令和６年８月28日までの任期に係る辞令書の交付が行われた。

１　開　会
（小畑総務課長）ただいまより、滝川市営事業等調査審議会を開催させていただきます。第１回の会議のため、会長選出までの間、総務課長の小畑が進行させていただきます。最初に、審議会の開催に当たり市長から挨拶を申し上げます。
２　市長からの挨拶
（前田市長）本日は、御多忙の中、お集まりいただき、心よりお礼申し上げます。

この審議会では「令和５年度から５年間における下水道使用料改定の必要性に関する検証」について、御審議を頂きたいと考えております。

滝川市の下水道事業を取り巻く状況は、近年、少子高齢化などによる人口減少や節水型機器の普及による下水道使用料収入が減少傾向にある一方で、昭和５０年代に整備した下水道施設の老朽化対応、昨今の資材調達価格や労務単価、電気料金の上昇などの問題を抱えております。

市民生活に欠くことのできない社会インフラである下水道事業を安定的に運営するためには、定期的な検証が必要であり、前回の当審議会からの答申におきましても「定期的な検証を求める」とされているところでございます。

今回を含め、５回の会議開催を予定させていただいておりますが、貴重なお時間を頂く中で、それぞれのお立場から、当市の下水道事業を安定的に運営するために活発な御議論を賜りますようお願い申し上げ、審議会の開催に際しての挨拶とさせていただきます。

委員の皆様、よろしくお願いいたします。

３　委員等紹介

　・委員、説明員及び事務局それぞれが自己紹介を行った。

４　会長及び副会長の選出
　・委員の互選により、佐野委員を会長に、齊藤委員を副会長に選出した。
５　諮問書の提出

　・前田市長より佐野会長に対して、諮問書を手交した。

６　審議会の概要及びスケジュールについて

　・渡邊総務課法制文書係主査より説明を行った。

７　審議事項

・古山都市計画課下水道事業係長より説明を行った。
０．諮問について

＞市民生活に欠くことのできないインフラとして、将来にわたり持続可能な事業運営を図るため、当審議会において、令和５年度から５年間における下水道使用料改定の必要性に関する検証をお願いするところです。
＞前回（平成29年）の当審議会において「下水道事業の経営状況や社会情勢等の変化に対応できるよう、５年毎を目途とするなどして定期的で、かつ、開かれた下水道使用料の検証を求める」と答申を受け、今回も当審議会において検証をお願いするところです。
＞当市の下水道事業整備事業において国の「社会資本整備総合交付金」を活用しているが、当該交付金の交付要件として「令和２年度以降、少なくとも５年に１回の頻度で、下水道使用料の改定の必要性に関する検証を行い、汚水処理費用に対する下水道使用料収入の割合（以下「経費回収率」という。）の向上に向けたロードマップを策定し、国土交通省へ提出し、かつ、検証結果を公表していること」が規定されており、当該交付金の交付を受けなければ、下水道事業整備事業の継続が困難な状況にあるため、当審議会において、下水道使用料の改定の必要性に関する検証をお願いするところです。
＞当市が策定した経営戦略（下水道事業）の基本方針として、定期的に使用料を検討し、収支の均衡を図ることを明記しているため、将来にわたり持続する下水道事業のため、当審議会において検討をお願いするところです。
１．下水道事業の概要

(１)　滝川市下水道事業の概要

＞下水道は、市街地における下水道（雨水・汚水）を排除、処理するための施設であり、都市環境の整備や公共用水域の水質保全を図る上でも、必要不可欠な基幹的都市施設です。
＞国立社会保障・人口問題研究所が2018年３月のデータを基にした滝川市の人口推計によると、令和７年は36,394人、令和12年では33,703人と右肩下がりとなり、下水道事業処理区域内人口を推計すると、令和７年は34,549人、令和12年では32,287人と同様の傾向を示します。そのため、下水道使用料の算定となる有収水量（下水を排出した量）も同様の傾向を示すことから、将来的に下水道使用料の減収は避けられない状況にあります。
＞滝川市の下水は、６市６町で構成する奈井江浄化センターで処理を行っております。単独の自治体で下水道処理施設を維持すると大きな費用が必要となりますが、広域処理を行い効率化を進めることで費用の縮減を図っています。しかしながら、施設の維持・管理に必要な負担金は、労務単価及び電気料金等の上昇により、処理単価が増加傾向にあります。また、施設の老朽化や電子機器などの更新に必要な設備投資も増加傾向にあります。
※質疑応答※
（会長）ここで、これまでの説明について質疑を受けたいと思います。委員の皆様いかがでしょうか。

（委員）構成市町の負担金についてお伺いします。負担率の算定は、単純に人口割りということでしょうか。管渠（かんきょ）の距離などいろいろあるのでしょうか。

（説明員）負担率は、構成市町が作る下水道事業計画を基に北海道が定める流域ベースでの事業計画（石狩川流域下水道事業計画）の計画期間における計画水量がベースとなります。これは先ほど説明いたしました有収水量であるため、仮にとある市が、将来推計人口が大幅に減少することに伴い、下水道事業処理区域内人口も連動して減少すると推計した場合、当然有収水量も減少するものとして下水道事業計画を作るため、その市の負担率は下がります。逆にそれほど減少幅が少ない市町については、計算上負担率は上がることになります。令和３年度の負担率でいいますと、滝川市、砂川市、歌志内市、新十津川町は構成市町の中で人口の減少が低いことから他構成市町よりも有収水量の減少も低い計画から負担率は上がり、それ以外の市町では人口の減少幅が先の３市１町より大きいことに加え、下水道事業処理区域の縮小も行われたところもあったため、有収水量が下がるという計画となり、負担率は下がったという状況にあります。

（会長）単純ではないということですね。ほかに質疑ございますでしょうか。ないようですので、次の説明をお願いいたします。

(２)　運営経費と建設収支の考え方

＞下水道事業会計は、公営企業会計に分類され、収益的収支と資本的収支の２つの予算で構成されています。収益的収支は、一般的な損益計算書に当たるものであり、資本的収支は、建設費用の計算書となります。公営企業会計では、資産の取得に要した購入代金から補助金等を差し引く圧縮経理や、資本金勘定での財源積立て方式の経理が制度上認められておらず、資産を取得する場合の予算などを資本的収支として別計上した上で、減価償却や資産取得のために借りたお金の元金償還を管理することが法で規定されているため、このような予算となっています。

また、内部留保資金は、キャッシュフローとして現金預金として計上される額から、未払金や不良債権の額を除いた支払可能額として理解してください。この部分に加え、減債積立金や未処分利益等でも資本的収支が賄えないと、いわゆる財源不足となります。財源不足となりますと、下水道整備事業に関係する借入れに制限が入るなど、事業運営に支障が生じます。

(３)　使用料の基本的考え方

＞下水道事業のような公営企業の経理は、特別会計を設けて行い、その経費は当該企業の経営に伴う収支を持って充てなければならないとされ、社会一般の幸福や利益の増進となるような事業運営を行うことが求められています。このよう公営企業の使用料は、①公平妥当か、適正原価か、健全な運営を確保できるか、②特定の使用者に対し不当な差別的取扱いをしていないかという視点により決定され、当審議会に諮問させていただきました下水道使用料の検証のポイントと考えております。

＞一般に下水といっても、雨水と汚水の２つに分類されます。雨水（道路排水やスノーダクト等→河川へ）の処理費用は、公費で賄うことが原則であり、汚水（生活排水等→浄化センターへ）の処理費用は、下水道使用料で原則賄うことになります（一部、職員の児童手当等について一般会計からの繰入れによる公費負担有）。

※質疑応答※
（会長）運営経費と建設収支の考え方、使用料の基本的な考え方について押さえていかないと、今後の検証がうまくいかなくなってしまいますので、慎重に取り扱っていきたいと思います。これまでの説明について質疑を受けたいと思います。委員の皆様いかがでしょうか。

（会長）それでは、私から質問させていただきます。児童手当の公費負担についてもう少し説明をお願いしたいのですが。

（説明員）総務省通達の繰り出し基準というものがあり、一般会計より支出される職員と同様に扱われるべきという考えから、他会計補助金という形で賄われるものであります。
（会長）財源的な問題ですね。了解しました。それでは、他にございますでしょうか。
（委員）下水道を敷設している全ての市町村は、公営企業会計で行われているということでしょうか。
（説明員）当初は一般会計で、その後は特別会計で、令和６年までに全ての市町村の下水道事業は一般の企業と同じような企業会計で行いなさいと制度が変わってきております。
（会長）将来的には市民の方にも、下水道使用料の定期的な検証を行う際には、下水道事業の運営が一般の企業と同じような企業会計という方法によって行われているという理解がないと使用料改定の際に、ネックになることが想定されるのではないでしょうか。ほかに質疑ございますでしょうか。ないようですので、次の説明をお願いいたします。
※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から室内換気のため休憩※
２．経営状況の説明

(１)　前回審議会以降の決算状況

＞平成30年度決算から令和４年度決算（見込み）の説明となります。収入面では、下水道使用料収入は人口減少による収入減となり、支出面では、職員給与はほぼ横ばい、修繕費はカメラ調査等による予防的修繕のため増加傾向にありますが、将来的に更新費用の削減につながるものと判断しています。また維持費に含まれる汚水処理費用は処理単価及び労務単価が上昇傾向にあります。支払利息については過去の高利率借入れの借換え、借入期間の短縮及び起債完済による削減となっております。

＞平成30年度から令和４年度（見込み）までの経費回収率は、100％を維持する見込みと推計しており、国の社会資本整備総合交付金の交付要件を満たすものと考えております。

※質疑応答※
（会長）決算状況について説明がありましたが、これについて質疑を受けたいと思います。委員の皆様いかがでしょうか。

（会長）支払利息の削減の主な要因は何でしょうか。

（説明員）過去の高利率借入れの借換えが大きいものと考えております。

(２)　前回改定の検証（その１）

＞前回の改定は、主な使用水量件数帯の変化を考慮し、基本水量が家事用では８㎥を７㎥に減じ、業務用では20㎥を15㎥に減じることで、基本使用料を減額し、減収分を超過料金で賄う形で、当時の下水道使用料総額を変えない前提での使用料体系の見直しを行いました。

＞令和３年度でも、家事用は基本水量内の使用者割合のピークが７㎥と前回改定時と同様となり、業務用は15㎥以下の使用者割合が57％ほどあり、こちらも前回改定時と同様の状況を指し示しているため、前回審議会時点の基本水量件数割合と比較しても、大きな変化は見られません。

＞なお、業務用では、コロナ禍による飲食店などの休業の影響がデータ上表れていますが、今後の市況により回復することも予想されるところです。

＞改定した下水道使用料の影響（令和元年度12月及び１月検針における検証）を行った結果ですが、0.22％から0.44％の減となり、大きな収入減少とならない減額影響率となりました。

※質疑応答※
（会長）本日の審議の大きなヤマ場となる前回改定の検証の部分です。お伺いしていると、大きな問題が生じているわけでもなく、住民の皆様方に受け入れていただいたものと考えております。また、基本水量の検証においても、前回改定時の指標となる平成28年と令和３年がほぼ重なるデータ傾向が現れていることがわかります。

(２)　前回改定の検証（その２）

＞石狩川流域下水道組合構成市町の中で、当市が基本水量としている家事用・福祉用の７㎥の使用料を比較すると当市の下水道使用料は最も低い金額となり、業務用の15㎥においても当市の下水道使用料は最も低い金額となっております。

＞北海道35市で同様の比較を行った場合、当市はいずれの使用形態においても中盤当たりに位置しております。

＞一般的に下水道使用料は、人口密度が低く過疎度が高いところが高額となる傾向にあります。
＞下水道使用料検証は、「過去から現在における検証」と「現在から未来における見通しで検証」に分けて行いたいと考えています。
＞「過去から現在における検証のまとめ」としては、①「前回改定の下水道使用料算定期間（平成30年度から令和４年度まで）において、下水道使用料対象経費は賄える見込み」であり、②「基本水量件数割合において、前回改定時と大きな変化は見られない」ことが検証で明らかになりました。
＞前回改定における③「基本水量の引下げにより減収分を基本使用水量超過料金の引上げで補ったことから、基本水量を超える契約は、業務用の16～18㎥を除き支払う料金が増額した」が④「他の市町と比較しても、平均以下の基本使用料金であり、超過水量料金設定も極端な高額設定とはなっていない」ことも検証で明らかとなりました。
※質疑応答※
（会長）最後、前回のまとめをしていただきました。まとめとしては妥当性があるという認識で良いと思います。前回の審議会において、十分な検討を行った結果ということになるでしょう。

【参考】地域の景気動向等

・北海道「最近の経済動向・令和４年７月号（北海道の景気動向～令和４年５月の経済指標を中心として）」より抜粋

・北海道「地域別経済動向調査～地域金融機関から見た地域景況感～」より抜粋

・第116回　北門しんきん中空知管内中小企業景気動向調査「特別調査・混迷する経済社会情勢と中小企業経営―コロナ、原材料価格高騰、海外情勢の緊迫化を受けて」より

・以上３点を基に説明した。

※質疑応答※
（会長）ここで、これまでの説明について質疑を受けたいと思います。委員の皆様いかがでしょうか。ないようですので、今日の説明は以上とさせていただきます。次回以降でも、都度御質問いただければと思いますので、よろしくお願いいたします。

８　その他
　・渡邊総務課法制文書係主査より説明を行った。

９　閉会
（会長）以上をもちまして、第１回滝川市営事業等調査審議会を閉会させていただきます。委員の皆様、お疲れ様でした。
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３　諮問書


上記報告を行い、前回改定の検証について妥当性があるものと了承を得た









